
21.6.2 経済部
国の総合経済対策について

資料５

閣議決定における岸田首相発言（総合経済対策の策定について）

開催日時 令和４年９月３０日（金）

概 要
足下の物価高騰など経済情勢の変化に切れ目なく対応し、「新しい資本主
義」を進めるため「総合経済対策」を策定。以下の柱に沿って具体的な施策
の検討を進め、10月末を目途に取りまとめる。

経済対策の柱

１

○ 物価高騰・賃上げへの取組
・価格高騰の影響により厳しい状況にある生活者や事業者の方々を支援
・エネルギーや食料品等の危機に強い経済構造への転換
・賃上げ促進へのインセンティブを強化し、中小企業の価格転嫁を促進 など

２
○ 円安を活かした地域の「稼ぐ力」の回復・強化
・コロナ禍からの需要回復、地域活性化の実現
・対日直接投資の促進、農産物等の輸出拡大など外需の取り込みを推進 など

３
○ 「新しい資本主義」の加速
・人への投資の抜本的強化と成長分野への労働移動を同時に強力に推進 など

４
○ 国民の安全・安心の確保
・感染症対策を強化すると共に、相次ぐ災害に屈しない国土づくりを推進 など


